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平成２６年６月２７日

ＴＫＣシステム開発研究所

「前期の実効税率と当期の税負担率との差異」の計算式

（平成２５年度eTaxEffect[2014年01月版]）

「注記:法定実効税率と税効果計算適用後の法人税等の負担率との差異の内訳」の「前期

の実効税率と当期の税負担率との差異」欄には、前期末の繰延税金資産・負債（｢財務諸表

等からの転記データ｣で入力）と前期末の一時差異・繰越欠損金に、「当期の税額計算にお

ける実効税率」を乗じた金額との差額です。

具体的には、以下の計算結果です。

なお、各金額の計算における円未満の端数は四捨五入します。

※以下の条件をすべて満たす会社の場合は、各レポーティング・パッケージの｢前期末

残高」列の金額を使用します。

・「企業グループ情報」で「当期の税額計算と税効果計算の両方を行う」と設定して

いる。

・｢会社情報｣で｢適格合併に係る合併法人等に該当する｣にチェックがついている。

「前期の実効税率と当期の税負担率との差異」

＝ ① － ②

①前期末の繰延税金資産・繰延税金負債

＝ ｢前期末の繰延税金資産（Ａ）」

－ ｢前期末の繰延税金資産（評価差額分）（Ｂ）」

－ ｢前期末の繰延税金資産（繰越外国税額控除額等分）（Ｃ）」

－ ｢前期末の繰延税金資産（繰越税額控除限度超過額分）（Ｄ）」

＋ ｢前期末の評価性引当額（Ｅ）｣

｢前期末の繰延税金資産（Ａ）｣

＝ ＲＰ｢財務諸表等からの転記データ｣の

｢繰延税金資産・負債等｣タブの

｢前期末の繰延税金資産・繰延税金負債｣の｢繰延税金資産（流動資産）｣

＋ ｢前期末の繰延税金資産・繰延税金負債｣の｢繰延税金資産（投資その他の資産）｣

＋ ｢前期末の土地再評価にかかる繰延税金資産・繰延税金負債｣の

｢繰延税金資産（流動資産）｣

＋ ｢前期末の土地再評価にかかる繰延税金資産・繰延税金負債｣の

｢繰延税金資産（投資その他の資産）｣

－ ｢前期末の繰延税金資産・繰延税金負債｣の｢繰延税金負債（流動負債）｣

－ ｢前期末の繰延税金資産・繰延税金負債｣の｢繰延税金負債（固定負債）｣
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－ ｢前期末の土地再評価にかかる繰延税金資産・繰延税金負債｣の

｢繰延税金負債（流動負債）｣

－ ｢前期末の土地再評価にかかる繰延税金資産・繰延税金負債｣の

｢繰延税金負債（固定負債）｣

｢前期末の繰延税金資産（評価差額分）（Ｂ）」

＝ ＲＰ｢財務諸表等からの転記データ｣の

｢繰延税金資産・負債等｣タブの

｢前期末の繰延税金資産・繰延税金負債｣の

｢繰延税金資産（流動資産）(うち、繰延ヘッジ損益分)｣

＋ ｢前期末の繰延税金資産・繰延税金負債｣の

｢繰延税金資産（流動資産）(うち、その他有価証券評価差額分)｣

＋ ｢前期末の繰延税金資産・繰延税金負債｣の

｢繰延税金資産（投資その他の資産）(うち、繰延ヘッジ損益分)｣

＋ ｢前期末の繰延税金資産・繰延税金負債｣の

｢繰延税金資産（投資その他の資産）(うち、その他有価証券評価差額分)｣

－ ｢前期末の繰延税金資産・繰延税金負債｣の

｢繰延税金負債（流動負債）(うち、繰延ヘッジ損益分)｣

－ ｢前期末の繰延税金資産・繰延税金負債｣の

｢繰延税金負債（流動負債）(うち、その他有価証券評価差額分)｣

－ ｢前期末の繰延税金資産・繰延税金負債｣の

｢繰延税金負債（固定負債）(うち、繰延ヘッジ損益分)｣

－ ｢前期末の繰延税金資産・繰延税金負債｣の

｢繰延税金負債（固定負債）(うち、その他有価証券評価差額分)｣

｢前期末の繰延税金資産（繰越外国税額控除額等分）（Ｃ）」

＝ ｢繰延税金資産・負債等｣タブの

｢前期末の繰延税金資産・繰延税金負債｣の

｢繰延税金資産（流動資産）(うち、繰越外国税額控除額等分)｣

＋ ｢前期末の繰延税金資産・繰延税金負債｣の

｢繰延税金資産（投資その他の資産）(うち、繰越外国税額控除額等分)｣

｢前期末の繰延税金資産（繰越税額控除限度超過額分）（Ｄ）」

＝ ｢繰延税金資産・負債等｣タブの

｢前期末の繰延税金資産・繰延税金負債｣の

｢繰延税金資産（流動資産）(うち、繰越税額控除限度超過額分)｣

＋ ｢前期末の繰延税金資産・繰延税金負債｣の

｢繰延税金資産（投資その他の資産）(うち、繰越税額控除限度超過額分)｣
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｢前期末の評価性引当額（Ｅ）｣

＝ ＲＰ｢財務諸表等からの転記データ｣の

｢繰延税金資産・負債等｣タブの

｢前期末の評価性引当額｣の｢評価性引当額｣

＋ ｢前期末の評価性引当額｣の｢土地再評価分（流動資産）｣

＋ ｢前期末の評価性引当額｣の｢土地再評価分（投資その他の資産）｣

②当期の税負担率分の繰延税金資産・繰延税金負債

＝ ｢将来減算一時差異の当期の税負担率分（Ｆ）」

－ ｢将来加算一時差異の当期の税負担率分（Ｇ）」

＋ ｢繰越欠損金等の当期の税負担率分（Ｈ）」

｢将来減算一時差異の当期の税負担率分（Ｆ）」

＝ ｢将来減算一時差異（流動）の当期の税負担率分（ａ）」

＋ ｢将来減算一時差異（固定）の当期の税負担率分（ｂ）」

－ ｢将来減算一時差異（うち、評価差額分）（流動）の当期の税負担率分（ｃ）」

－ ｢将来減算一時差異（うち、評価差額分）（固定）の当期の税負担率分（ｄ）」

｢将来減算一時差異（流動）の当期の税負担率分（ａ）」

＝ ｢一時差異残高確認表｣の

｢【将来減算一時差異合計】(うち、流動分)｣の｢前期決算時残高｣

× ｢法定実効税率(注記用)タブ／(法人税分＋住民税分＋事業税等分)｣

｢将来減算一時差異（固定）の当期の税負担率分（ｂ）」

＝ ｢一時差異残高確認表｣の

｢【将来減算一時差異合計】(うち、固定分)｣の｢前期決算時残高｣

× ｢法定実効税率(注記用)タブ／(法人税分＋住民税分＋事業税等分)｣

｢将来減算一時差異（うち、評価差額分）（流動）の当期の税負担率分（ｃ）」

＝ ｢一時差異残高確認表｣のうち、

特殊一時差異｢繰延ヘッジ損益｣の将来減算一時差異（流動）の

｢前期決算時残高｣

× ｢法定実効税率(注記用)タブ／(法人税分＋住民税分＋事業税等分)｣

＋ ｢一時差異残高確認表｣のうち、

特殊一時差異｢その他有価証券評価差額｣の

将来減算一時差異（流動）の｢前期決算時残高｣

× ｢法定実効税率(注記用)タブ／(法人税分＋住民税分＋事業税等分)｣
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｢将来減算一時差異（うち、評価差額分）（固定）の当期の税負担率分（ｄ）」

＝ ｢一時差異残高確認表｣のうち、

特殊一時差異｢繰延ヘッジ損益｣の将来減算一時差異（固定）の

｢前期決算時残高｣

× ｢法定実効税率(注記用)タブ／(法人税分＋住民税分＋事業税等分)｣

＋ ｢一時差異残高確認表｣のうち、

特殊一時差異｢その他有価証券評価差額｣の

将来減算一時差異（固定）の｢前期決算時残高｣

× ｢法定実効税率(注記用)タブ／(法人税分＋住民税分＋事業税等分)｣

｢将来加算一時差異の当期の税負担率分（Ｇ）」

＝ ｢将来加算一時差異（流動）の当期の税負担率分（ｅ）」

＋ ｢将来加算一時差異（固定）の当期の税負担率分（ｆ）」

－ ｢将来加算一時差異（うち、評価差額分）（流動）の当期の税負担率分（ｇ）」

－ ｢将来加算一時差異（うち、評価差額分）（固定）の当期の税負担率分（ｈ）」

｢将来加算一時差異（流動）の当期の税負担率分（ｅ）」

＝ ｢一時差異残高確認表｣の

｢【将来加算一時差異合計】(うち、流動分)｣の｢前期決算時残高｣

× ｢法定実効税率(注記用)タブ／全体｣

｢将来加算一時差異（固定）の当期の税負担率分（ｆ）」

＝ ｢一時差異残高確認表｣の

｢【将来加算一時差異合計】(うち、固定分)｣の｢当期決算時残高｣

× ｢法定実効税率(注記用)タブ／全体｣

｢将来加算一時差異（うち、評価差額分）（流動）の当期の税負担率分（ｇ）」

＝ ｢一時差異残高確認表｣のうち、

特殊一時差異｢繰延ヘッジ損益｣の将来加算一時差異（流動）の

｢前期決算時残高｣

× ｢法定実効税率(注記用)タブ／全体｣

＋ ｢一時差異残高確認表｣のうち、

特殊一時差異｢その他有価証券評価差額｣の

将来加算一時差異（流動）の｢前期決算時残高｣

× ｢法定実効税率(注記用)タブ／全体｣
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｢将来加算一時差異（うち、評価差額分）（固定）の当期の税負担率分（ｈ）」

＝ ｢一時差異残高確認表｣のうち、

特殊一時差異｢繰延ヘッジ損益｣の将来加算一時差異（固定）の

｢前期決算時残高｣

× ｢法定実効税率(注記用)タブ／全体｣

＋ ｢一時差異残高確認表｣のうち、

特殊一時差異｢その他有価証券評価差額｣の

将来加算一時差異（固定）の｢前期決算時残高｣

× ｢法定実効税率(注記用)タブ／全体｣

｢繰越欠損金等の当期の税負担率分（Ｈ）」

＝ ｢法人税の欠損金の当期の税負担率分（ｉ）｣

＋ ｢控除対象個別帰属調整額等の当期の税負担率分（ｊ）｣

＋ ｢事業税の欠損金の当期の税負担率分（ｋ）｣

｢法人税の欠損金の当期の税負担率分（ｉ）｣

＝ ＲＰ｢連結欠損金個別帰属額（法人税の欠損金）｣の

｢前期決算時残高｣列の｢合計｣

× 連結納税の採用区分等の設定別の使用する税率（※）

（※）連結納税の採用区分等の設定別の使用する税率

1)連結納税の採用：採用済

a.会社区分：親会社 又は 連結納税グループ内の子会社

●｢法定実効税率(注記用)タブ／(法人税分＋住民税分)｣

b.会社区分：連結納税グループ外の子会社

i) 事業税の課税所得・欠損金：法人税の課税所得・欠損金と同額

●｢法定実効税率(注記用)タブ／(法人税分＋住民税分＋事業税等分)｣

ii)事業税の課税所得・欠損金：法人税の課税所得・欠損金とは別額

●｢法定実効税率(注記用)タブ／(法人税分＋住民税分)｣

2)連結納税の採用：次年度から採用 又は 未採用

i) 事業税の課税所得・欠損金：法人税の課税所得・欠損金と同額

●｢法定実効税率(注記用)タブ／(法人税分＋住民税分＋事業税等分)｣

ii)事業税の課税所得・欠損金：法人税の課税所得・欠損金とは別額

●｢法定実効税率(注記用)タブ／(法人税分＋住民税分)｣
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｢控除対象個別帰属調整額等の当期の税負担率分（ｊ）｣

＝ ＲＰ｢控除対象個別帰属調整額等｣の

｢前期決算時残高｣列の｢合計｣

× ｢法定実効税率(注記用)タブ／控除対象個別帰属調整額等

(住民税分の下段)｣

｢事業税の欠損金の当期の税負担率分（ｋ）｣

＝ ＲＰ｢事業税の欠損金｣の

｢前期決算時残高｣列の｢合計｣

× ｢法定実効税率(注記用)タブ／事業税等分｣


